
第3号様式(第5条関係) 

 

※

処

理

事

項 

施 設 番 号   

登 録 年 月 日 年  月  日 

電算入力年月日 年  月  日 

宿泊税特別徴収義務者登録申請書 

令和 ○年 〇月 〇日 

  大分県大分県税事務所長 殿 

  

住 所  

又 は 所 在 地 
大分県大分市〇〇1-2-3  

氏 名 

又 は 名 称 

株式会社 大分県税観光 
  代表取締役 大分 太郎 

個人番号又は 

法 人 番 号 
(右詰で記載) 

               

 大分県宿泊税条例第7条第1項の規定により、下記のとおり特別徴収義務者としての登録を申請します。 

施設の 

許可・届出 

住 所 

又 は 所 在 地 

（〒○○○−○○○○） 

大分県大分市○○1-2-3 
ふりがな おおいたけんぜいかんこう  おおいたたろう 

氏名（名称及び代表

者の氏名） 
株式会社 大分県税観光 代表取締役 大分太郎 

種 別  旅館・ホテル     ☐ 簡易宿所     ☐ 住宅宿泊事業 

許 可 ・ 届 出 

年 月 日 
〇年〇月〇日 

許可・届出 

番号 
第 〇〇〇〇 号 

登録申請者と届出名義人

との関係 
本人 

施  設 

所 在 地 
（〒○○○−○○○○） 

大分県大分市○○1-2-3                電話(○○○)○○○―○○○○ 

ふりがな おおいたけんぜいほてる 

名 称 大分県税ホテル 

概 要 客室数 〇室 収容人数 〇名 

経営開始（予定）年月日 〇年 〇月 〇日 

住宅宿泊事

業における

管理業者 

管 理 業 者 の 有 無 有    ・    無 

住 所 

又 は 所 在 地 
               電話(    )  ― 

氏 名 （ 名 称 及 び 

代 表 者 の 氏 名 ） 
 

共同事業者 

共 同 事 業 者 の 有 無 有    ・    無 

住 所 

又 は 所 在 地 

 

電話(    )  ―       

氏 名 （ 名 称 及 び 

代 表 者 の 氏 名 ） 
 

特別徴収 

義務者 

報償金受取

口座情報 

銀
行
等 

金融機関名 

 

○○ 
 

銀 行 ・ 労 働 金 庫 

信用金庫・信用組合 

農 協 ・ 漁 協 

 

○○ 

 

本 店 営 業 部 

支店・出張所 

本 所 ・ 支 所 

代 理 店 

口 座 種 別 普通 ・ 当座 ・ （     ） 口 座 番 号 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

口座名義人 

（ カ ナ ） 
 

ゆ
う
ち
ょ

銀

行 

通 帳 記 号     ０ 口 座 番 号         

口座名義人 

（ カ ナ ） 
 

書類送付先 

住 所 
〒○○○−○○○○ 大分県大分市○○1-2-3 

電話(○○○)○○○―○○○○ 

ふりがな  おおいたけんぜいかんこう けいりぶ 

氏 名 

（ 法 人 名 ） 

株式会社 大分県税観光 経理部 
e-mail(○○○  @   ○○○○  ) 

１ 複数の宿泊施設を有する場合は、施設ごとに申請書を提出してください。  

２ ※印欄は記載しないでください。 

３ 「個人番号又は法人番号」欄には、個人番号(行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第2条     

   第5項に規定する個人番号をいう。)又は法人番号(同条第16項に規定する法人番号をいう。)を記載してください（個人番号の記 

載は任意です。)。 

３ 

5 

7 

8 

4 

6 

1 

２ 



 

 

 

１  提出年月日 

□ 登録申請書の提出年月日を記載してください。 

 

２  申請者 （※実質的経営者の場合は、申立者が記入してください。） 

 □ 特別徴収義務者となる宿泊施設の経営者の氏名又は名称、住所又は所在地を記載し

てください。 

法人の場合は、法人名に加え、代表者の職、氏名を併せて記載してください。 

 □ 法人の場合は、13桁の法人番号を記載してください。法人番号が不明な場合は、「国税

庁 法人番号公表サイト（https://www.houjin-bangou.nta.go.jp/）にてご確認く

ださい。 

 

３ 「施設の許可・届出」欄 

 □ 旅館業法の営業許可を受けた方又は住宅宿泊事業法の届出をした方の氏名又は名称、  

住所又は所在地を記載してください。 

    法人の場合は、代表者の職、氏名を併せて記載してください。 

 □ 「種別」欄には、宿泊施設の該当する種別に☑を記載してください。 

 □ 「許可・届出年月日」欄に旅館業の営業許可日又は住宅宿泊事業の届出年月日を記載

してください。 

 □ 「許可・届出番号」欄については、旅館業法の営業許可証に記載されている許可番号を

記載してください。 

住宅宿泊事業法の届出施設の場合は、届出が受理された際に発行される届出番号を

記載してください。 

□ 特別徴収義務者と許可名義人が異なる場合は、「登録申請者と、届出名義人との関係」

欄に両者の関係を記載してください。両者が同一の場合は、「本人」と記載してください。 

 

4 「施設」欄 

 □ 施設の所在地、名称を記載してください。 

 □ 「概要」欄には、客室数・収容人員を記載してください。 

 □ 「経営開始（予定）年月日」欄には、経営開始年月日を記載してください。 

 

5 「住宅宿泊事業における管理業者」欄 

 □住宅宿泊事業法の届出施設において、住宅宿泊管理業者に委託している場合に、管理

業者の住所又は所在地、氏名又は名称、電話番号を記載してください。 

  

6 「共同事業者」欄 

 □ 特別徴収義務者以外の共同事業者について記載してください。記載すべき共同事業者

が２名以上の場合は、任意様式により全員分を記載した別紙を添付してください。 

 

7 「特別徴収義務者報償金受取口座情報」欄 

 □ 特別徴収義務者報償金受取口座情報として、金融機関・支店名、口座名義人、口座種

別、口座番号を記載してください。 

 

8 「書類の送付先」欄 

 □ 申告についての問い合わせ、関係書類を送付する場合の宛先について、住所、電話番

号等を記載してください。 
 

https://www.houjin-bangou.nta.go.jp/

